
 

 

失業率

四 17.1Q
半 17.2Q
期 17.3Q

17.4Q
18.1Q
18.2Q
18.3Q
18.4Q

月 1712
次 1801

1802
1803
1804
1805
1806
1807
1808
1809
1810
1811
1812

  

米国
 ～12 月

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 年 12 月の非農業部門雇用者数（季節調整済み、事業所調査）は、前月差＋

千人）と加速

11 月合計で
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と加速し、
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製造業が同

となった。
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差＋254 千人（前月同＋

加ペースを維持

年７－12 月）も前月差＋
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米国 18 年
月まで労働市場

月の非農業部門雇用者数（季節調整済み、事業所調査）は、前月差＋

加速し、市場予想中央値の前月差＋
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、労働需要の

り、失業率は

トランプ政権の強硬な通商政策

が懸念されるなか、

調な国内需要により、

同＋32 千人、
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単月で振れの大きい雇用者数の基調をみると、３ヵ月移動平均（
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スを維持している
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前月差 前月差

177 16
190 9
142 14
221 30
218 24
217 24
190 17
254 29

175 39
176 20
324 31
155 21
175 28
268 23
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年 12 月雇用統計
労働市場の逼迫継続
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上方修正）。民間
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月雇用統計
継続～ 
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月雇用統計は
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12 月の失業率（Ｕ３、家計調査）は、

3.696％）と

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

07

（％）

（出所）米労働省

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

08

（千人）

（出所）米労働省データより作成

って概ね完全雇用の状況にあるなかで、

スは力強さを保っており、労働市場の逼迫度合い

月次で変動が大きい平均時給は、

％）と加速し

％、前年比＋

上昇ペースを

月の失業率（Ｕ３、家計調査）は、

％）と上昇した。

07 08 09

（％）

（出所）米労働省

09 10

（出所）米労働省データより作成

って概ね完全雇用の状況にあるなかで、

スは力強さを保っており、労働市場の逼迫度合い

月次で変動が大きい平均時給は、

し、市場予想を

％、前年比＋3.0％）。労働市場の逼迫

を速めている。

月の失業率（Ｕ３、家計調査）は、

。ただし、労働参加率が

10 11

前年比

11 12

(図表）米国非農業部門雇用者数（前月差）

（出所）米労働省データより作成

って概ね完全雇用の状況にあるなかで、国内需要

スは力強さを保っており、労働市場の逼迫度合い

月次で変動が大きい平均時給は、12 月に前月比

市場予想を上回った

労働市場の逼迫

。 

月の失業率（Ｕ３、家計調査）は、3.9％（前月

労働参加率が

12 13

３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

平均時給の推移

12 13 14

実数

3ヵ月移動平均

6ヵ月移動平均

図表）米国非農業部門雇用者数（前月差）

国内需要の堅調持続

スは力強さを保っており、労働市場の逼迫度合いが一段と強まっていることを示している。

前月比で＋0.4

った（市場予想前月比＋

労働市場の逼迫が持続す

％（前月 3.7

労働参加率が 63.054％（

U.S. Indicator

14 15

３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

平均時給の推移

14 15

ヵ月移動平均

ヵ月移動平均

図表）米国非農業部門雇用者数（前月差）

持続や海外需要の拡大を背景に雇用の増加ペー

一段と強まっていることを示している。

4％（前月同＋

（市場予想前月比＋0.

するなか、生産性の伸び

7％）、小数点第３位までみると

（前月 62.916

U.S. Indicators 

16 17 18

３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

16 17

図表）米国非農業部門雇用者数（前月差）

や海外需要の拡大を背景に雇用の増加ペー

一段と強まっていることを示している。

％（前月同＋0.2％）、前年比

0.3％、前年比＋

生産性の伸びに合わせる形で

小数点第３位までみると

916％）と上昇

s ／ 定例経済指標

18

18

や海外需要の拡大を背景に雇用の増加ペー

一段と強まっていることを示している。

前年比では＋

％、前年比＋3.0％；筆者予想前

に合わせる形で

小数点第３位までみると 3.856

上昇しており、

 2 / 3

定例経済指標レポート

や海外需要の拡大を背景に雇用の増加ペー

一段と強まっていることを示している。 

＋3.2％（前

％；筆者予想前

に合わせる形で賃金は

856％（前月

、仮に労働参

 

3 
 

レポート 

や海外需要の拡大を背景に雇用の増加ペー

前

参



本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありま

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

があります。また、記載された内容は、第一生命

 

加率が変化

3.533％以来の低い水準

雇用と判断している

と変わらず

ように、労働市場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありま

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

があります。また、記載された内容は、第一生命

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

69

（％）

（出所）米労働省

変化していなけ

％以来の低い水準

雇用と判断している 4.5

ずとなり、前回の景気拡大局面のボトム

労働市場の逼迫

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

94 95

（％）

(注）U6

過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント

(出所）米労働省

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありま

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

があります。また、記載された内容は、第一生命

69 71 73 75 77

（％）

（出所）米労働省

ければ、失業率

％以来の低い水準に向けて低下傾向

4.5％を大幅に下回

前回の景気拡大局面のボトム

逼迫が続いてい

95 96 97 98 99

広義の失業率

広義の失業率（

失業率（

U6：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や

過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント

出所）米労働省

前々回ボトム

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありま

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

があります。また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。

79 81 83 85 87

（図表）参加率と就業率の推移

失業率は 3.675％

低下傾向を辿

％を大幅に下回っている

前回の景気拡大局面のボトム

いることを示している

99 00 01 02 03

広義の失業率(U6)と失業率

広義の失業率（U6)

失業率（U3）

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や

過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント

00年10

月

6.8％

前々回ボトム00年4月3.8％

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありま

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。

87 89 91 93 95

（図表）参加率と就業率の推移

％に低下してい

辿っていると

いる。また、

前回の景気拡大局面のボトムである 7.9

示している。

03 04 05 06 07

米雇用の質

と失業率(U3)の差

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や

過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント

06年

月

7.9％

％ 前回ボトム

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。

U.S. Indicator

95 97 99 01 03

（図表）参加率と就業率の推移

就業率（右）

ていた。基調

と考えられる

また、広義の失業率（Ｕ

7.9％を下回った

。 

07 08 09 10 11

米雇用の質

の差

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や

過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント

年12

％

前回ボトム07年5月4.4

せん。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。

U.S. Indicators 

05 07 09 11 13

就業率（右）

参加率（左）

基調としては 1969

る。失業率（Ｕ３）はＦＲＢが完全

失業率（Ｕ６）は

下回った水準で

11 12 13 14 15

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や

直近4.4％

せん。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること
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s ／ 定例経済指標

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

13 15 17

（％）

参加率（左）

1969 年 12 月につけた

失業率（Ｕ３）はＦＲＢが完全

は、7.6％（前月

で推移している。

15 16 17 18

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や

直近

12月

7.6

直近12月3.9％
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